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■計画策定に向けた調査について
　�　本計画の策定にあたり、高齢者の生活状況や健康状態、福祉サービスの利用意向など
に関するアンケート調査を実施しました。

　⑴　調査の概要

調査名 健康とくらしの調査 在宅介護実態調査

調査

期間

令和2年

1月20日～2月10日

令和2年

1月29日～2月13日

調査

対象

（母数）

認定を受けていない高齢者

総合事業対象者

要支援認定者

（約198,000人）

在宅の要介護認定者

（約31,000人）

調査票

発送数
10,724人 4,427人

回答数

（回答率）

7,677人

（71.6％）

※有効回答数：7,667人

2,792人

（63.1％）

調査

目的

介護予防や健康状態に与える社会環境要因を

明らかにし、介護予防施策を検討するととも

に、介護予防・日常生活支援総合事業の進捗

を管理し評価する。

要介護認定者の在宅生活の継続や介護者の就

労継続に有効な介護サービスのあり方を検討

する。
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　⑵　調査の結果概要
　◆介護・介助について
　　�　普段の生活でどなたかの介護・介助が必要（「介護・介助が必要だが受けていない」

または「介護・介助が必要で受けている」）と答えた方は19.0％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

6.39.69.474.7

介護・介助は必要ない 介護・介助が必要だが受けていない 介護・介助が必要で受けている 無回答

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】

　　�　介護・介助が必要になった主な原因は、「高齢による衰弱」が28.3％と最も高く、
次いで「骨折・転倒」が26.3％、「関節の病気（リウマチ等）」が11.2％となってい
ます。

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％

無回答

その他

高齢による衰弱

脊椎損傷

骨折・転倒

視覚・聴覚障害

腎疾患(透析)

糖尿病

パーキンソン病

認知症(アルツハイマー病等)

関節の病気(リウマチ等)

呼吸器の病気(肺気腫・肺炎等)

がん(悪性新生物)

心臓病

脳卒中(脳出血・脳梗塞)

※複数回答可

9.9

9.2

4.6

3.3

11.2

5.3

3.9

9.9

2.6

8.6

26.3

9.9

28.3

11.2

5.9

【健康とくらしの調査より】
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　◆家族構成
　　�　家族構成については、「夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上）」が35.7％と最も多く、

次いで「息子・娘との2世帯」が24.6％、「一人暮らし」が16.9％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

7.612.724.6

2.6

35.716.9

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

一人暮らし 夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上） 夫婦二人暮らし（配偶者64歳以下）
息子・娘との２世帯 その他（３世帯を含む） 無回答

【健康とくらしの調査より】

　◆友人・知人と会う頻度について
　　�　友人・知人と会う頻度については、「月1～3回」が23.6％と最も多く、次いで「週

2～3日」が18.8％、「年に数回」が18.7％となっています。

週２～３日週４回以上 週１回 月１～３回 会っていない年に数回 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

3.610.918.723.613.718.810.7

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】 
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　◆外出状況について
　　�　外出頻度については、「週に5回以上」が48.9％と最も多く、次いで「週2～3回」

が21.5％となっています。

週４回週に５回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 していない 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

1.5

0.8

1.0

5.96.321.514.248.9

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】

　◆食べることについて
　　�　「半年前に比べて固いものが食べにくくなったか」、「お茶や汁物等でむせること

があるか」、「口の渇きが気になるか」の3問中、2問以上に「はい」と答えた方は
22.8％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

77.222.8

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

「はい」が２項目以上 「はい」が１項目以下

【健康とくらしの調査より】
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　　�　この半年間に体重が2～3kg以上減少したかどうかについては、「はい（2～3kg以
上減少した）」と答えた方は12.5％となっています。

はい いいえ 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

3.983.612.5

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】

　◆物忘れについて
　　�　物忘れが多いと感じるかについて、「はい（多いと感じる）」と答えた方は44.0％と
なっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2.2

53.844.0

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

はい いいえ 無回答

【健康とくらしの調査より】
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　◆地域での活動について
　　�　地域住民の有志によって健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行い、いきいき

した地域づくりを進めるとしたら、その活動に参加者として参加してみたいと思うか
について、「是非参加したい」または「参加してもよい」と答えた方は47.3％となっ
ています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

10.05.537.242.64.7

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない すでに参加している 無回答

【健康とくらしの調査より】

　◆地域包括支援センターについて
　　�　地域包括支援センターについて、「利用したことがある」と答えた方は21.0％、
「知っている」と答えた方は31.2％、「聞いたことはあるが内容は知らない」と答え
た方は18.7％となっています。

利用したことがある 知っている 知らない 聞いたことはあるが内容は知らない 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

8.718.720.431.221.0

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】



8686

資料編資料編

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

各
施
策
項
目
別
の

主
な
指
標
一
覧
　

資
料
編

資
料
編
　

用
語
解
説

　◆小規模多機能型居宅介護について
　　�　小規模多機能型居宅介護について、「知っている」と答えた方は42.1％となってい

ます。

知っている 知らない 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

7.150.842.1

認定を受けていない方
総合事業対象の方

要支援 1及び 2の方
(n=7,667)

【健康とくらしの調査より】

　◆望む介護のあり方
　　�　要介護1から5の方を対象に、ご本人が望む介護のあり方について尋ねたところ、
「在宅で家族の介護と介護保険サービスをバランスよく受けたい」と回答した方が
44.3％で最も多く、次いで「特別養護老人ホームなどの介護保険施設に入所したい」
が14.6％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

13.34.914.610.06.244.36.6要介護１から５の方（n=2,792）

在宅で家族の介護だけ受けたい
在宅で家族の介護と介護保険サービスをバランスよく受けたい
在宅で介護保険サービスを主に受けたい
施設などへの入所が希望だが、在宅で十分に介護保険サービスを利用できるのであれば今後も在宅で介護を受けたい
特別養護老人ホームなどの介護保険施設に入所したい
ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホームなどの高齢者対象の住居に住み替えたい
不明

【在宅介護実態調査より】
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　◆在宅生活の継続に必要な支援
　　�　要介護1から5の方を対象に、今後の在宅生活の継続に必要な支援を尋ねたところ、
「特になし」と回答した方が27.3％で最も多く、次いで「移送サービス（介護・福祉
タクシー等）」が24.6％、「外出同行（通院、買い物など）」が23.5％となっています。

0％ 20％ 40％

不明

特になし

その他

サロンなどの定期的な通いの場

見守り、声かけ

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

ゴミ出し

買い物（宅配は含まない）

掃除・洗濯

調理

配食

※複数回答可

要介護１から５の方の主な介護者（n=2,792）

14

9.7

13.9

9.2

9.2

23.5

24.6

18.1

8.7

5.0

27.3

16.4

【在宅介護実態調査より】

　◆介護している方の勤務形態
　　�　要介護1から5の方の主な介護者に現在の勤務形態を尋ねたところ、「働いてい

ない」と回答した方が43.0％で最も多く、次いで「フルタイムで働いている」が
20.5％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

19.3

0.8

43.016.520.5要介護１から５の方の主な介護者（n=2,792）

パートタイムで働いているフルタイムで働いている 働いていない

主な介護者に確認しないと、わからない 不明・無回答

【在宅介護実態調査より】
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　◆介護している方の不安や心配ごと
　　�　要介護1から5の方の主な介護者に、不安に感じていることを尋ねたところ、「認知

症状への対応」と回答した方が32.8％で最も多く、次いで「夜間の排泄」が32.0％
となっています。

0％ 20％ 40％

不明
主な介護者に確認しないと、わからない

不安に感じていることは、特にない
その他

金銭管理や生活面に必要な諸手続き
その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

食事の準備（調理等）
医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

認知症状への対応
服薬

外出の付き添い、送迎等
屋内の移乗・移動

衣服の着脱
身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

入浴・洗身
食事の介助（食べる時）

夜間の排泄
日中の排泄

※複数回答可

要介護１から５の方の主な介護者（n=2,792）

28.4
32.0

7.7
19.6

4.6
5.9

10.3
21.3

10.2
32.8

4.2
9.5

6.6
8.8

3.7
3.8

0.7
14.0

【在宅介護実態調査より】

調査結果については新潟市ホームページでもご覧いただけます。

http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/kaigo/chiikihoukastukeakei/houkatsucare20201202.html
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■本市の日常生活圏域の状況
表　本市の日常生活圏域の状況

（単位：人）

区 構成中学校区 面積（㎢） 人　　口 65歳以上人口
（第１号被保険者数） 高齢化率 要介護・要支援

認定者数 認定率

北区

松浜・南浜・濁川 28.00 25,944 8,347 32.2% 1,664 19.9%
葛塚・木崎・早通（★１） 44.58 37,180 11,319 30.4% 1,909 16.9%
岡方・光晴（★２） 34.74 9,832 3,244 33.0% 731 22.5%

北区　計 107.32 72,956 22,910 31.4% 4,304 18.8%

東区

山の下 4.94 17,835 5,799 32.5% 1,260 21.7%
藤見・下山 8.34 29,000 9,078 31.3% 1,622 17.9%
東新潟（木戸小）・大形・木戸 15.60 47,898 12,963 27.1% 2,594 20.0%
石山・東石山 6.60 37,958 10,953 28.9% 1,766 16.1%

東区　計 35.48 132,691 38,793 29.2% 7,242 18.7%

中央区

関屋・白新（★３） 4.73 29,429 9,231 31.4% 2,030 22.0%
寄居・新潟柳都 4.19 25,230 9,365 37.1% 2,108 22.5%
宮浦・東新潟（沼垂小・笹口小） 7.50 44,807 11,212 25.0% 2,214 19.7%
鳥屋野・上山（★４） 9.83 58,395 12,763 21.9% 2,235 17.5%
山潟 6.70 17,475 4,939 28.3% 811 16.4%

中央区　計 32.95 175,336 47,510 27.1% 9,398 19.8%

江南区

大江山・横越（★５） 35.11 18,873 5,440 28.8% 1,102 20.3%
亀田・亀田西 17.23 35,605 9,991 28.1% 1,841 18.4%
曽野木・両川（★６） 22.21 13,333 4,679 35.1% 901 19.3%

江南区　計 74.55 67,811 20,110 29.7% 3,844 19.1%

秋葉区

新津第五 23.28 16,618 5,825 35.1% 1,228 21.1%
新津第一・新津第二 24.91 39,838 11,339 28.5% 2,064 18.2%
小合・金津・小須戸 48.24 19,950 6,889 34.5% 1,253 18.2%

秋葉区　計 96.43 76,406 24,053 31.5% 4,545 18.9%

南区

臼井・白根北 37.09 16,622 4,393 26.4% 802 18.3%
白南・白根第一 41.83 19,877 6,463 32.5% 1,242 19.2%
味方・月潟 23.48 7,548 2,410 31.9% 442 18.3%

南区　計 102.40 44,047 13,266 30.1% 2,486 18.7%

西区

小針・小新（★７） 8.89 43,569 12,615 29.0% 2,467 19.6%
坂井輪・五十嵐 12.80 49,946 15,486 31.0% 3,079 19.9%
黒埼 26.49 26,436 7,462 28.2% 1,282 17.2%
内野・赤塚・中野小屋 45.70 35,407 10,162 28.7% 2,021 19.9%

西区　計 93.88 155,358 45,725 29.4% 8,849 19.4%

西蒲区

西川 24.76 10,764 3,610 33.5% 682 18.9%
潟東・中之口 44.12 10,814 3,490 32.3% 595 17.0%
巻東・巻西 71.30 26,012 8,453 32.5% 1,620 19.2%
岩室 36.11 8,252 3,027 36.7% 598 19.8%

西蒲区　計 176.29 55,842 18,580 33.3% 3,495 18.8%
合　　　　　計 719.30 780,447 230,947 29.6% 44,163 19.1%

　※　データ内容の基準日は、令和2年5月1日現在。　
　※　圏域面積は概算であり、河川部分の面積は含んでいない。
　※　�校区不明者は含まず、第1号被保険者数に市外在住者は含まない。認定者数に第2号被保険者は含まず、

認定率は認定者数を第1号被保険者数で除したもの。
　※★2の光晴中学校区である葛塚中央コミュニティ協議会の区域は、★1の圏域に含まれる。
　　★3の関屋中学校区である西区青山は、★7の圏域に含まれる。
　　★5の横越中学校区である北区十二前は、★2の圏域に含まれる。
　　★6の曽野木中学校区である中央区上沼、湖南、高美町は、★4の圏域に含まれる。
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■関係附属機関等の委員名簿

【新潟市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会】　※　令和3年2月現在、敬称略、五十音順

氏　名 役職名など
	 阿部　行宏 新潟市医師会　理事
	 石川　義成 新潟市老人クラブ連合会　会長
	 反町　榮次 新潟市民生委員児童委員協議会連合会　高齢者福祉部会長
	 高橋　英樹 新潟大学大学院医歯学総合研究科　教授
	 高橋　美和子 公募委員
（会長）	 丸田　秋男 新潟医療福祉大学　副学長・社会福祉学部長
（副会長）	 渡邊　弘子 社会福祉法人更生慈仁会　特別養護老人ホームはまゆう　施設長
	 渡辺　有子 市議会議員

【新潟市介護保険事業等運営委員会】　※　令和３年2月現在、敬称略、五十音順

氏　名 役職名など
	 阿部　枝美子 通いの場「いこてば」　前代表
	 阿部　行宏 新潟市医師会　理事

	 石井　哲也 新潟市居宅介護支援事業者連絡協議会　前会長
南区ケアプランセンター菜の花　代表

	 石川　義成 新潟市老人クラブ連合会　会長
（第１号被保険者代表）

（委員長）	 石畝　剛士 新潟大学法学部　准教授
	 岡崎　康宏 新潟市歯科医師会　専務理事
	 柄澤　清美 新潟青陵大学看護学部　教授
（副委員長）	 小山　歌子 新潟医療福祉大学看護学部　教授
	 佐藤　正見 新潟市民生委員児童委員協議会連合会　理事

	 佐野　英孝 新潟県介護老人保健施設協会　理事
介護老人保健施設　常盤園　理事長

	 鈴木　健太 新潟市医療介護施設連絡協議会
末広橋病院　院長

	 竹石　こずえ 新潟市社会福祉協議会
地域福祉課　在宅福祉推進室　在宅事業運営係　主査

	 德善　里子 亀田介護者のつどい　代表

	 中島　正 連合新潟地域協議会　副議長
（第２号被保険者代表）

	 根立　智子 新潟市地域包括支援センター曽野木両川　管理者

	 馬場　由起 新潟県訪問看護ステーション協議会　新潟支部　副支部長
東新潟訪問看護ステーション　管理者

	 松井　まゆみ 新潟市介護相談員
	 谷田川　賢一 公募委員
	 山口　喜規 新潟市薬剤師会　副会長

	 吉田　泰穂 新潟県介護サービス事業者協議会　会長/新潟支部長
株式会社KOA－LABO　代表取締役
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■関係附属機関等の設置根拠

【新潟市社会福祉審議会条例】
　� 　平成12年新潟市条例第4号
　（設置）
第1条　社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第7条第1項の規定に基
づく審議会その他の合議制の機関として、新潟市社会福祉審議会（以下「審議会」とい
う。）を置く。
　（所掌事務）
第2条　審議会は、法第7条第1項に規定する事項について調査審議するもののほか、法第
12条第1項の規定に基づき、児童福祉に関する事項を調査審議する。
　（委員の任期）
第3条　委員の任期は、3年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠の委員の任
期は、前任者の残任期間とする。
2　委員は、再任されることができる。
　（会議）
第4条　審議会の会議は、委員長が招集する。
2　委員長は、委員の4分の1以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議
会の会議を招集しなければならない。
3　審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。
4　審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する
ところによる。
5　臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、前2項の規
定の適用については、委員とみなす。
　（専門分科会の委員）
第5条　専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）に属すべき委員及び臨時委員は、
委員長が指名する。
　（庶務）
第6条　審議会の庶務は、福祉部において処理する。
　（その他）
第7条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が審議
会に諮って定める。
　　　附　則
　（施行期日）
1　この条例は、平成12年4月1日から施行する。
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　（経過措置）
2　この条例の施行の際現に地方分権の推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成11年法律第87号）第175条の規定による改正前の社会福祉事業法第6条第2項の規
定により新潟市社会福祉審議会の委員（以下「旧委員」という。）に任命されている者は、
この条例による新潟市社会福祉審議会の委員（以下「新委員」という。）に任命された
ものとみなす。この場合において、新委員の任期は、第3条の規定にかかわらず、旧委
員の任期の残任期間とする。
　（新潟市社会福祉審議会の調査審議の特例に関する条例の廃止）
3　新潟市社会福祉審議会の調査審議の特例に関する条例（平成7年新潟市条例第58号）
は廃止する。
　　　附　則（平成12年条例第45号）
　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第4条の規定は、平成13年1月6日から
施行する。
　　　附　則（平成18年条例第89号抄）
　（施行期日）
1　この条例は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則（平成22年条例第4号抄）
　（施行期日）
1　この条例は、平成22年4月1日から施行する。

【新潟市社会福祉審議会運営要綱】

　（趣旨）
第1条　この要綱は、新潟市社会福祉審議会条例（平成12年新潟市条例第4号。以下「条例」
という。）により設置された新潟市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に
関して必要な事項を定めるものとする。
　（所掌事務）
第2条　審議会は、次の各号に掲げる事項について調査審議する。
　（1）　民生委員の適否の審査に関すること
　（2）　身体障がい者の福祉に関すること
　（3）　知的障がい者の福祉に関すること
　（4）　高齢者の福祉に関すること
　（5）　児童の福祉に関すること
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　（6）　母子家庭等及び寡婦の福祉に関すること
　（7）　母子保健に関すること
　（8）　母子父子寡婦福祉資金の貸付金の停止に関すること
　（9）　その他社会福祉の増進に関すること
　（組織）
第3条　審議会は委員50人以内で組織する。
　（委員）
第4条　委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する。
　（1）　市議会議員
　（2）　社会福祉事業に従事する者
　（3）　学識経験のある者
　（臨時委員）
第5条　審議会に、特別の事項を調査審議するため必要があるときは、臨時委員を置くこ
とができる。
2　臨時委員は、市長が任命する。
3　臨時委員は、当該特別の事項の調査審議が終了したときは、解任されるものとする。
　（委員長及び副委員長）
第6条　審議会に委員の互選による委員長及び副委員長を置く。
2　委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。
3　委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。
　（専門分科会）
第7条　審議会に次の左欄に掲げる専門分科会を置き、右欄に掲げる事項を調査審議する。

名　　　称 所　　　掌　　　事　　　務

民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関すること。

障がい者福祉専門分科会
身体障がい者の福祉に関すること。
知的障がい者の福祉に関すること。

高齢者福祉専門分科会 高齢者の福祉に関すること。

児童福祉専門分科会

児童の福祉に関すること。
母子家庭等及び寡婦の福祉に関すること。
母子保健に関すること。
母子父子寡婦福祉資金の貸付金の停止に関すること。

2　審議会は、必要に応じ、前項に掲げる各専門分科会以外の分科会を置くことができる。
　（民生委員審査専門分科会の委員）
第8条　民生委員審査専門分科会に属すべき委員は市議会の議員の選挙権を有する審議会
の委員のうちから、委員長が指名する。
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　（専門分科会長及び専門分科会副会長）
第9条　専門分科会に属する委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会にあっては委員）
の互選により、専門分科会長及び専門分科会副会長を置く。
2　専門分科会長は、当該専門分科会の事務を掌理する。
3　専門分科会長に事故があるときは、専門分科会副会長がその職務を代理する。
（専門分科会の会議）
第10条　専門分科会の会議については、条例第4条の規定を準用する。
　（専門分科会の報告）
第11条　専門分科会長は、専門分科会に付託された事項について審議を終了したときは、
その結果について、委員長に報告するものとする。
　（専門分科会の決議）
第12条　第7条第1項に掲げる専門分科会の決議は、これをもって審議会の決議とする。
ただし、民生委員審査専門分科会を除く専門分科会にあっては、重要又は異例な事項に
ついてはこの限りではない。
　（審査部会及び児童養護部会）
第13条　障がい者福祉専門分科会に、身体障がい者の障がい程度の審査に関する事項を
調査審議するため、審査部会を置く。
2　児童福祉専門分科会に、児童相談所の措置等に関する事項の調査審議、児童虐待に伴
う重大な事例等の分析、検証並びに児童虐待の防止等に関する法律第13条の5に定める
報告の受理をするため、児童養護部会を置く。
3　審査部会及び児童養護部会にそれぞれ、部会長1名を置き、各部会に属する委員及び
臨時委員の互選によりこれを定める。
4　各部会長は、部会の事務を掌理する。
5　各部会に副部会長1名を置き、各部会に属する委員及び臨時委員のうちから部会長が指
名する。
6　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故ある場合は、その職務を代理する。
　（部会の議事）
第14条　審議会は、次に掲げる事項のうち、第1号から第3号までに係る事項について諮
問を受け又は意見を求められたときは、審査部会の、第4号から第6号までに係る事項
について諮問を受け又は意見を求められたときは、児童養護部会の決議又は意見をもっ
て審議会の決議又は意見とする。
　（1）　身体障がい者の障がい程度に関して諮問を受けたとき
　（2）　�身体障害者手帳の交付に係る医師の指定及び指定の取消に関し意見を求められた

とき
　（3）　更生医療を担当する医療機関の指定及び指定の取消に関し意見を求められたとき
　（4）　児童の措置に関し意見を求められたとき
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　（5）　里親の認定に関し諮問をうけたとき
　（6）　その他児童養護部会の意見を聞く必要があると認められたとき
2　各部会の招集、議事の定員及び表決数については審議会について定められているもの
の例による。
　（専門分科会等の会議の特例）
第15条　専門分科会長、審査部会長及び児童養護部会長は、緊急その他やむを得ない理
由があるときは、会議の開催に代え、委員に対し、書面により意見を求めることができる。
　（庶務）
第16条　審議会の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。
　（委任）
第17条　この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が審
議会に諮って定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成8年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成10年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成11年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成12年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成17年7月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成20年7月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成22年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成23年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成28年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和2年7月1日から施行する。
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【新潟市介護保険事業等運営委員会開催要綱】

　（趣旨）
第1条　本市の介護保険事業ならびに地域包括支援センター運営事業の円滑な実施を確保
すること等を目的として、新潟市介護保険事業等運営委員会（以下「委員会」という。）
を開催する。
　（所掌事務）
第2条　委員会は、次に掲げる事項について意見を述べる。
　（1）　新潟市介護保険事業計画の策定及び実施等に関する事項
　（2）　地域包括支援センターの設置及び運営等に関する事項
　（3）　その他介護保険事業の円滑な実施に関する事項
　（委員構成）
第3条　委員会は、委員20人以内で構成する。
　（1）　学識経験者
　（2）　保健医療関係者
　（3）　福祉関係者
　（4）　被保険者代表者
　（5）　その他市長が必要と認める者
　（委員の任期）
第4条　委員の任期は、3年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員
の任期は、前任者の残任期間とする。
2　委員は、再任されることができる。
　（委員長及び副委員長）
第5条　委員会に委員長及び副委員長を置く。
2　委員長は、委員の互選により定める。
3　委員長は、会議の進行を行う。
4　副委員長は、委員長が指名する。
5　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、又は委員長が欠けたときは、
その職務を代理する。
　（会議）
第6条　委員会の会議は、必要の都度市長が招集する。
2　市長が必要と認めるときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明
を聞くことができる。
3　委員会の会議は、公開とする。
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　（庶務）
第7条　委員会の庶務は、福祉部高齢者支援課及び福祉部地域包括ケア推進課において処
理する。
　（その他）
第8条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定
める。
　　　附　則
　（施行期日）
1　この要綱は、平成24年8月1日より施行する。
　（旧要綱の廃止）
2　新潟市介護保険事業計画策定委員会開催要綱（平成14年3月31日施行）、新潟市地域
包括支援センター運営協議会開催要綱（平成17年12月2日施行）、新潟市地域・在宅介
護サービス研究会設置要綱（平成18年7月1日施行）は、廃止する。
　　　附　則
　この要綱は、平成27年4月1日より施行する。
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■関係附属機関等の開催経過

開催日 会　　　議　　　内　　　容

平成30年
　  9月26日

平成31年
　  3月22日

令和元年
　10月21日

令和2年
5月11日から
� 25日まで

◆ 介護保険事業等運営委員会（第1回）
　・第6期計画期間（平成27〜29年度）の介護保険事業の実施結果
　・地域包括支援センターの活動状況等について
　・日常生活圏域の分割について

◆ 介護保険事業等運営委員会（第2回）
　・�自立支援・重度化防止等の「取組と目標」の自己評価について
　・低所得者の保険料軽減強化について
　・新潟市特別養護老人ホーム入所指針の改正について

◆ 介護保険事業等運営委員会（第3回）
　・平成30年度における本市の介護保険事業の実施状況について
　・地域包括支援センターの活動状況等について
　・第8期介護保険事業計画策定に向けたアンケート調査について

◆ 書面会議
　・�令和元年度自立支援・重度化防止等の「取組と目標」の自己評価

について
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開催日 会　　　議　　　内　　　容

　  7月22日

　  8月28日

　10月23日

　10月26日

　11月25日

◆ 介護保険事業等運営委員会（第4回）
　・�地域包括ケア計画［高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画］の

策定について
　・介護保険法の改正と国の基本指針について
　・令和元年度における介護保険事業の実施結果について
　・計画策定に向けた調査の集計結果について

◆ 社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会（第1回）
　・�地域包括ケア計画［高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画］の

策定について
　・第7期計画の現状と課題について

◆ 介護保険事業等運営委員会（第5回）
　・第8期計画の基本理念と施策体系等について
　・地域包括支援センターについて

◆ 社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会（第2回）
　・第8期計画の基本理念と施策体系等について

◆ 介護保険事業等運営委員会（第6回）
　・�計画素案について
　　　①�被保険者数・認定者数、介護サービス基盤の整備の考え方・

方向性、サービス見込量等について
　　　②素案の構成、重点取組事項について
　　　③各施策の展開について
　　　④今後のスケジュールについて
　・地域包括支援センター業務受託法人公募について
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開催日 会　　　議　　　内　　　容

　11月30日

12月21日〜
令和3年
　  1月19日

　  2月  4日

　  2月  8日

◆ 社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会（第3回）
　・�被保険者数・認定者数、介護サービス基盤の整備の考え方・方向性、

サービス見込量等について
　・素案の構成、重点取組事項について
　・各施策の展開について
　・今後のスケジュールについて

◆�新潟市地域包括ケア計画［新潟市高齢者保健福祉計画・介護保険事
業計画］（案）に対するパブリックコメントの実施

◆ 介護保険事業等運営委員会（第7回）
　・パブリックコメントの結果について
　・計画本案について　
　・地域包括支援センター業務受託法人候補者の選定について

◆ 社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会（第4回）
　・パブリックコメントの結果について
　・計画本案について
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■パブリックコメントの結果概要

　本計画の策定にあたり、市民の意見を反映させるため、「新潟市地域包括ケア計画［新
潟市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画］（案）」について、パブリックコメント（市
民意見募集）を実施しました。

【募集期間】
　令和2年12月21日（月）から令和3年1月19日（火）まで

【計画素案の公表方法】
　市政情報室（市役所本館1階）、広聴相談課（市役所本館1階）、
　高齢者支援課（市役所本館1階）、地域包括ケア推進課（市役所本館1階）、
　介護保険課（市役所本館1階）、各区役所地域課・地域総務課、各出張所、
　中央図書館（ほんぽーと）において閲覧用資料および配布用資料を設置。
　併せて、市ホームページにも掲載。

【意見の提出方法】
　郵送、ＦＡＸ、電子メール、市の窓口へ直接持参

【意見提出者数・提出意見数】
　提出者数：計4名　　　　提出意見数：8件 

【意見のあった項目と意見数】
　第4章　施策の展開について
　　　1．介護予防・健康づくり、社会参加の推進［予防］
　　　　（1）健康づくりと介護予防の推進　…………………………………………　2件
　第5章　介護サービス量の見込みなどについて
　　　2．介護サービス量などの見込みとその確保策
　　　　（1）介護保険施設などの基盤整備　…………………………………………　4件
　　　資料編　……………………………………………………………………………　1件
　　　その他　……………………………………………………………………………　1件
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